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1 (１) ①

　かわさき子どもの権利の日の
前後において、市民参加のも
と、かわさき子どもの権利の日
のつどいをはじめとした子ども
の権利についての広報・啓発活
動を実施します。また、子ども
の権利に関する週間を中心に、
子どもの権利学習を推進しま
す。

５条 かわさき子どもの権利の日事業

　学校、ＰＴＡ、青少年団体等
で構成する実行委員会を中心
に、市民と行政で協働し、子ど
もが参加して、子どもの権利を
おとなも子どももともに体験で
きるような、子どもの権利の日
の趣旨にふさわしい事業を１１
月２０日（かわさき子どもの権
利の日）前後１か月に実施す
る。

　平成２６年度の「子どもの権利の日のつど
い」はおとなとともに子どもが参加できるイベ
ントとして、子ども夢パークの「こどもゆめ横
丁」と同時開催し、約2500人の市民参加が
あった。また「市民企画事業」は新規を含め１
７団体の参加が得られた。その他、７区の全図
書館での子どもの権利に関する図書の紹介、チ
ラシ・ポスターを市内全小・中・高等学校や子
ども関連施設等に配布し、広報・啓発を実施し
た。

3

　今年度の「かわさき子どもの権利の日のつど
い」は開催以来初めて川崎区（教育文化会館）
と麻生区（麻生市民館）の２か所で２回開催し
た。地域性を活かしたり、地域教育会議、関連
団体と連携して、麻生市民館では乳幼児向けコ
ンサートや楽器体験など音楽系のイベントを実
施。教育文化会館では映像制作や実験・工作な
ど体験型のイベントを実施した。両日合わせ
て、５４８人の参加があり、子どもの権利に関
するクイズラリーなどで子どもとおとなが楽し
みながら子どもの権利を学べる機会となった。
　その他、市立図書館に対し子どもの権利に関
する図書の紹介コーナーの設置を依頼した。ま
た、「市民企画事業」は１５団体の参加が得ら
れ、一部の団体とは会場支援として、つどい会
場における同日開催を実施した。

2

　「かわさき子どもの権利の日のつどい」を中原市民館で開催し
た。「親子で楽しむミニコンサート」、「影絵のプチ上映会＆
ワークショップ」「出張！ミニ夢パーク」などの工作系のワーク
ショップに「テレビ局のお仕事体験コーナー」など体験ワーク
ショップ、「子どもの権利に関するクイズラリー」などの企画に
多くの親子連れの参加があった。当日は３４２人の参加があり、
イベントを通して子どもの権利を広報できた。
　その他、市立図書館に対し子どもの権利に関する図書の紹介
コーナーの設置を依頼した。また、「市民企画事業」は新規に１
団体を含む１６団体の参加が得られ、一部の団体と連携しつどい
と同じ会場で実施した。

3

■成果：「かわさき子どもの権利の日のつどい」は各区を順番に回り、開催
区の団体と連携し、多様な体験型の企画を実施することで、開催区民へ効果
的な広報が可能となった。

■「子どもの権利」に関連して：子どもの権利に関するクイズを作り「かわ
さき子どもの権利の日のつどい」で実施することで、大人も子どもも楽しみ
ながら子どもの権利を学べる機会を創出できた。

■課題：「かわさき子どもの権利の日のつどい」は引き続き大人と子どもが
ともに体験しながら子どもの権利への理解を深められる企画実施を目指し、
事業全体を通して子どもの権利の広報啓発を進めていく必要がある。

C こども未来局 青少年支援室

2
7
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111
254

子どもの権利に関する週間

　｢川崎市子どもの権利に関する
週間」を中心に、学校において
は権利の学習を推進する。ま
た、これらの取組を保護者や地
域住民に公開することにより、
子どもの権利の理解を地域に広
める。

　日頃の学校教育及び｢川崎市子どもの権利に関
する週間」で全般をとおして人権尊重教育に関
する授業を中心に、権利学習を行った。また、
これらの取組を保護者や地域住民に公開し、子
どもの権利の理解を地域に広めた。

3

　11月の｢川崎市子どもの権利に関する週間」
を中心に、学校においては、権利の学習を推進
するために研修等で教職員への理解を深めた。
児童生徒については、「子どもの権利学習資
料」を活用して権利についての学習を実施し
た。また、保護者や地域住民に対しては、これ
らの取組を授業参観等で公開することにより、
子どもの権利についての理解を広めた。

3

　各学校において「子どもの権利に関する週間」を中心に権利学
習を実施できるよう、研修会の実施を通じて教職員に指導方法を
周知した。｢川崎市子どもの権利に関する週間」を中心に、権利
学習資料等を活用した学習を実施した。また、「子どもの権利に
関する週間」において、道徳、学級活動等の授業公開を実施する
ことで、保護者や地域住民の子どもの権利についての理解を深め
た。

3

■成果：「子どもの権利に関する週間」を中心に道徳など様々な教科等で保
護者・地域住民に授業公開することを通して、子どもの権利について理解を
深めた。

■「子どもの権利」に関連して：市内全校の担当者に研修を実施し、「子ど
もの権利に関する週間」を中心に子どもの権利学習資料の活用等を周知し
た。

■課題：子どもの権利に関する週間についての理解を広めるため、指導資料
の実践例等を紹介し、子どもの権利学習資料の活用方法等を周知していく。

C 教育委員会事務
局

総合教育センター
カリキュラムセンター

3 (２) ②

　子どもの権利に関する理解を
深めるため、条例パンフレット
の配布や研修会等への講師派遣
などにより、広報・啓発を行い
ます。

６条 105
子どもの権利に関する条例パンフ
レットの作成・配付

　条例理解のためのパンフレッ
ト等を小学校、中学校、高校を
通じて、児童生徒に配布するこ
とにより、子どもやその保護者
に子どもの権利についての認識
を深めてもらう。

　11月20日の「かわさき子どもの権利の日」
に合わせ、低学年にも分かりやすいマンガ入り
リーフレットを市内小学校全児童に74,060部
一斉配布した。また、条例パンフレットを中
２、高１の生徒及び保育園等、市内子どもの関
連施設752か所に24,868部、春の新入学生保
護者用として115校に13,509部配布し、子ど
もの権利の広報・啓発を行った。なお、パンフ
レット等の一斉配布時の配慮を校長会にて依頼
した。

3

　11月20日の「かわさき子どもの権利の日」
に合わせ、低学年にも分かりやすいマンガ入り
リーフレットを市内小学校全児童に80,968部
一斉配布した。また、条例パンフレットを中
２、高１の生徒及び保育園等、市内子どもの関
連施設919か所に31,579部、春の新入学生保
護者用として116校に14,154部配布し、子ど
もの権利の広報・啓発を行った。
　その他、各区のイベント等でもパネル展示や
条例パンフレット等の配布により、広報・啓発
を行った。
　また、平成26年度作成した子ども権利条例
PR用DVDを全市立小学校へ配布し、活用を依
頼した。

3

　11月20日の「かわさき子どもの権利の日」に合わせ、低学年
にも分かりやすいマンガ入りリーフレットを市内小学校全児童に
78,065部を一斉配布した。また、新たに中高生を対象とした広
報リーフレットを作成し、市内の全中・高等学校の生徒へ
58,883部送付した。その他、保育園等、市内子どもの関連施設
845箇所に3,805部、春の新入学生保護者用として116校に
13,965部配布した。
　条例パンフレットの配布（6,397部）の他、各区のイベント
等でもパネルの展示やパンフレット、啓発グッズの配布により、
広報・啓発を行う一方、平成２７年度に作成した子どもの権利条
例絵本を市内の子育て関連施設及び小学校へ配布し（880
冊）、低年齢の子どもとその親等に対する広報ができた。
　その他、第５次子どもの権利に関する行動計画のパブコメ実施
にともない、全こども文化センター、市立小学校全児童へ意見書
等を配布した。子どもの権利の広報にもなり、パブコメの回答件
数（304通1,164件）からも一定の効果が見られた。

2

■成果：広報物として、新たにＤＶＤ・絵本・中高生用リーフレットを作成
した。新しい広報物ができたことで、乳幼児～中高生、乳幼児の保護者など
幅広い年齢層に広げて子どもの権利条例の広報・啓発ができるようになり、
シチュエーションに合わせた広報物を提供できるようになった。

■「子どもの権利」に関連して：新しい広報物の作成の度に、子どもや子ど
もに関わる職員等に意見を聞き、子どもの権利についてより子どもや保護者
に伝わりやすい内容となるよう留意した。

■課題：子どもたちへの意識付けの定着を図るために、引き続きリーフレッ
ト等の資料を市内の全児童生徒へ配布する必要がある。また市民が直接条例
について目にする機会を増やすために、今後も各種イベント、会合等での配
布を進める必要がある。

B こども未来局 青少年支援室

4
42
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295

子どもの権利に関わる講師派遣

　子どもに関わる施設・市民グ
ループ等における研修会等に講
師を派遣し、子どもの権利につ
いての広報・啓発事業を推進す
る。

　子ども会議合宿や、市民館にて開催された市
民が対象の平和・人権学習などで、子ども本人
や子どもに関わる市民に対し、子どもの権利を
中心とした内容で講師を派遣して広報・啓発を
行った。

3

　子ども会議合宿や市民館講座など、子ども本
人や子どもに関わる市民に対し、子どもの権利
を中心とした内容で講師を派遣して広報・啓発
を行った。
　また、中原区や麻生区の地域教育会議にて子
どもの権利に関する学習会・講演会の依頼があ
り、子どもの権利委員会の委員や委員長が対応
した。

3

　子ども会議の定例会、合宿やクリスマス会といった機会や、市
民館での平和・人権学習などの機会、そして市民企画事業団体に
よる市民企画実施時に子ども本人や子どもに関わる市民に対し、
子どもの権利を中心とした内容で講師として会場に出向き、広
報・啓発を行った（延べ16人）。
　直接講師として講話する以外にも、保育園等の保護者会用にパ
ンフレット等を提供しており3,853部配布した。
　その他、第５次子どもの権利に関する行動計画に対するパブコ
メの説明でも各種会議やイベント等に出向き、多くの市民に子ど
もの権利条例を広報した。

3

■成果：市民館や市民企画事業団体との連携により、子ども会議や市民及び
市民グループへの講話の機会を得て、子どもの権利について広報できた。

■「子どもの権利」に関連して：子どもの権利条例のDVDやマンガ入りリー
フレットなど、広報資料を対象ごとに使い分け、子どもの権利への理解を促
した。

■課題：市民に対する講話の機会は少なく、PTA等積極的に講師派遣の周知
を進め、子どもの権利について広報・啓発を進める必要がある。

C こども未来局 青少年支援室

5 296
かわさき子どもの権利の日事業
（市民向け広報･啓発）

　１１月２０日（かわさき子ど
もの権利の日）前後一か月に実
施するかわさき子どもの権利の
日事業を通じて、広く市民に子
どもの権利条例を広報・啓発を
行う。

　「かわさき子どもの権利の日のつどい」の案
内を主とした権利の日事業についてのチラシ・
ポスターを作成し、小学校は全児童数、中・高
等学校には学級数分として合わせて81,770部
のチラシを配布した。また、保育園やその他子
どもの関連施設等へ合わせて5,549枚配布し、
事業の広報・啓発を行った。
　その他、教育だよりへの掲載の依頼により広
報の充実を図った。

3

  「かわさき子どもの権利の日のつどい」の案
内を主とした権利の日事業についてのチラシ・
ポスターを作成し、小学校は全児童数、中・高
等学校には学級数分として合わせて86,542部
のチラシを配布した。また、保育園やその他子
どもの関連施設等へ合わせて5,175枚配布し、
事業の広報・啓発を行った。ポスターは、パー
ト１、パート２それぞれの開催地域・時期に合
わせ、２回に分けて市内の広報掲示板に掲示し
た。
　その他、教育だよりへの掲載や神奈川新聞、
地域情報紙など民間広報紙で取り上げてもらう
機会が得られ、より広く広報できた。

3

  「かわさき子どもの権利の日のつどい」の案内を主とした権利
の日事業についてのチラシ・ポスターを作成し、小学校は全児童
数、中・高等学校には学級数分として合わせて88,263部のチラ
シを配布した。また、保育園やその他子どもの関連施設等へ合わ
せて3,525枚配布し、事業の広報・啓発を行った。ポスターは
市内の広報掲示板に掲示した。
　その他、教育だよりへの掲載や神奈川新聞、地域情報紙、地元
のケーブルテレビなどで取り上げてもらう機会が得られ、より広
く広報できた。

3

■成果：つどいの開催区を毎年変えたため、各回毎に地元の広報紙や広報物
を活用し、開催区に重点的に、つどい及び子どもの権利について広報でき
た。

■「子どもの権利」に関連して：漢字やカタカナにはできるだけルビを振
り、字を読むのが苦手な子どもでも読めるようにした。また、ちらしに子ど
もの権利条例のことを記載した。

■課題：次年度も引き続き小学校には全児童に配布し、つどいへの子どもの
参加を促す。より効果的な広報を検討し、市民に子どもの権利についての広
報を行う必要がある。

C こども未来局 青少年支援室

6
かわさき子どもの権利の日事業
（教育関係機関での広報・啓発）

　かわさき子どもの権利の日事
業を、学校、市民館、図書館等
教育委員会事務局所管施設を通
じて広報し、子どもの権利条例
の広報・啓発を行う。

　子どもの権利の日の周知を図るため、校長会
議・研修会・会議等の場で事業を広報した。ま
た、教育だよりに掲載を依頼し広報の充実を
図った。

3

　子どもの権利の日の周知を図るため、市立学
校全児童生徒家庭数に配布する教育だよりに掲
載することで、広報の充実を図ることができ
た。

3
　子どもの権利の日の周知を図るため、市立学校全児童生徒家庭
数に配布する教育だよりに掲載することで、広報の充実を図るこ
とができた。

3

■成果：市立学校全児童生徒家庭数に配付する教育だよりに掲載すること
で、広報の充実を図ることができた。

■「子どもの権利」に関連して：子どもの権利に関してわかりやすい紙面構
成を心掛けることにより、子どもの権利の理解を図るようにした。

■課題：教育だよりに掲載することで広報の充実を図ることができるため、
引き続き掲載を続ける必要がある。

C 教育委員会事務
局

人権・共生教育担当
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子どもの権利に関する週間

　｢川崎市子どもの権利に関する
週間」を中心に、学校において
は権利の学習を推進する。ま
た、これらの取組を保護者や地
域住民に公開することにより、
子どもの権利の理解を地域に広
める。

　日頃の学校教育及び｢川崎市子どもの権利に関
する週間」で全般をとおして人権尊重教育に関
する授業を中心に、権利学習を行った。また、
これらの取組を保護者や地域住民に公開し、子
どもの権利の理解を地域に広めた。

3

　11月の｢川崎市子どもの権利に関する週間」
を中心に、学校においては、権利の学習を推進
するために研修等で教職員への理解を深めた。
児童生徒については、「子どもの権利学習資
料」を活用して権利についての学習を実施し
た。また、保護者や地域住民に対しては、これ
らの取組を授業参観等で公開することにより、
子どもの権利についての理解を広めた。

3

　各学校において「子どもの権利に関する週間」を中心に権利学
習を実施できるよう、研修会の実施を通じて教職員に指導方法を
周知した。｢川崎市子どもの権利に関する週間」を中心に、権利
学習資料等を活用した学習を実施した。また、「子どもの権利に
関する週間」において、道徳、学級活動等の授業公開を実施する
ことで、保護者や地域住民の子どもの権利についての理解を深め
た。

3

■成果：「子どもの権利に関する週間」を中心に道徳など様々な教科等で保
護者・地域住民に授業公開することを通して、子どもの権利について理解を
深めた。

■「子どもの権利」に関連して：市内全校の担当者に研修を実施し、「子ど
もの権利に関する週間」を中心に子どもの権利学習資料の活用等を周知し
た。

■課題：子どもの権利に関する週間についての理解を広めるため、指導資料
の実践例等を紹介し、子どもの権利学習資料の活用方法等を周知していく。

C 教育委員会事務
局

総合教育センター
カリキュラムセンター

8 川崎市子ども会議（広報）

　川崎市子ども会議の活動内容
や委員募集等についてポス
ター、チラシ、ホームページな
どにより広報を行う。

　川崎市子ども会議の活動内容、委員募集につ
いて「川崎の生涯学習情報」に掲載した。ポス
ターについては、3枚ずつ各市立学校、県立学
校、市内私立学校、子ども文化センター、市民
館等に幅広く配布した。

3

　川崎市子ども会議の内容、委員募集について
年度初めに各市立学校、県立学校、市内私立学
校、こども文化センター、市民館等に幅広く配
布した。学校については小学４年生以上のクラ
スにも掲示できるように配布した。また、「子
どもの権利の日のつどい」でも委員募集のチラ
シを配布し広報活動を行った。

3

　川崎市子ども会議の委員募集について、子ども委員が手作りの
チラシを作成した。年度初めに各市立学校、市内県立学校、市内
私立学校、こども文化センター等に幅広く配布した。各学校には
小学4年生以上のクラスに掲示できるようにチラシ、ポスターの
配布も行った。また、ホームページ上に募集の案内、活動の様子
を掲載し広報活動を行った。

3

■成果：ホームページ、学校に貼られているチラシを見て入ってくる子ども
が毎年数名いた。また、他都市からの見学や問い合わせもあった。

■「子どもの権利」に関連して：子ども会議の広報について仲間と協力しな
がら子どもたち自身がチラシを考え表現していった。

■課題：さらに効果的な広報の方法について、子どもたちの意見を聞きなが
ら、イベント等も利用して広報していくことも考えていく必要がある。

C 教育委員会事務
局

生涯学習推進課

9 (３) ③

　親等を対象とした家庭教育、
子どもの権利に関する週間をは
じめとする学校教育、市民館で
の人権学習などの社会教育によ
り、子どもの権利についての学
習等を推進します。

７条 252 権利学習派遣事業

　小学校２～４年生を対象に子
どもが暴力や権利侵害から自分
を守る方法を身につける参加型
学習（子どもワークショップ）
を行うＣＡＰ（子どもへの暴力
防止）プログラム等への講師を
派遣する。

　ロールプレイや参加型の学習を通し、子ども
たち一人ひとりが権利の大切さを学び、暴力や
権利侵害から自分を守る方法を身につけるとと
もに、安全・安心や相談の大切さについて理解
を深めることができた。

3

  ロールプレイや参加型の学習を通し、子ども
たち一人ひとりが権利の大切さを学び、暴力や
権利侵害から自分を守る方法を身につけるとと
もに、安全・安心や相談の大切さについて理解
を深めることができた。今年度は小学校へ子ど
もたちの提供に加え試験的に、中学校での取組
を行ったところ、同様の効果が出ている。

3

ロールプレイや参加型の学習を通し、子どもたち一人ひとりが権
利の大切さを学び、暴力や権利侵害から自分を守る方法を身につ
けるとともに、安全・安心や相談の大切さについて理解を深める
ことができた。今年度より、小学校での実施に加え、中学校での
取組を行ったところ、同様の効果が出ている。

2

■成果：子どもたち一人ひとりが権利の大切さを学び、暴力や権利侵害から
自分を守る方法を身につけるとともに、安全・安心や相談の大切さについて
理解を深めることができた。また、平成２７年度から、新たに中学校でも実
施している。

■「子どもの権利」に関連して：条例の10条及び12条について体験的な活
動を通して学べるようにした。

■課題：中学校の実施分の予算の要求及び、講師派遣ＮＰＯ法人との連携の
強化。

B 教育委員会事務
局

人権・共生教育担当

10 33 子どもの権利「Ｑ＆Ａ」作成

　条例の施行に伴い、日常の学
校生活の中で子どもたちと接す
ることの多い教職員に子どもの
権利について理解を深めてもら
うために「子どもの権利Ｑ＆
Ａ」を作成・配布し、川崎市人
権尊重教育推進会議の事業とし
て研修等を実施する。

　初任者研修と２校目異動者研修において「子
どもの権利Ｑ＆Ａ」概要版を配付し「子どもの
権利」について理解を深めるとともに、人権尊
重教育推進担当者の研修においても、資料とし
ての活用を促した。

3

　初任者研修と人権尊重教育推進担当者研修に
おいて「子どもの権利Ｑ＆Ａ」２７年度版を配
付し「子どもの権利」について理解を深めると
ともに、各学校の校内研修の資料としての活用
を促した。

3

　教職員のライフステージの応じた研修の際には、「子どもの権
利Ｑ＆Ａ」を周知し、「子どもの権利」について理解を深めた。
また、人権尊重教育推進担当者の研修においても、資料としての
活用を促した。

3

■成果：「子どもの権利Ｑ＆Ａ」を周知することにより、「子どもの権利」
について理解を深めることができた。

■「子どもの権利」に関連して：配付資料を活用して、７つの子どもの権利
の理解を図るようにした。

■課題：資料の活用について充実させるために、研修において周知を図る必
要がある。

C 教育委員会事務
局

人権・共生教育担当

具体的な取組

〔第４次川崎市子どもの権利に関する行動計画〕

平成２８年度実施状況　及び　３年間の自己評価

施策の方向Ⅰ　広報・啓発及び学習の支援並びに市民活動への支援（第１章）
施策の方向Ⅰ　1～54

各年度達成度＝１：目標を大きく上回って達成　　２：目標を上回って達成　　３：目標をほぼ達成　　４：目標を下回った　　５：目標を大きく下回った
3年間の自己評価＝Ａ：目標を大きく上回って達成　Ｂ：目標を上回って達成　Ｃ：目標をほぼ達成　Ｄ：目標を下回った　Ｅ：事業が廃止54 55
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〔第４次川崎市子どもの権利に関する行動計画〕

平成２８年度実施状況　及び　３年間の自己評価

施策の方向Ⅰ　広報・啓発及び学習の支援並びに市民活動への支援（第１章）
施策の方向Ⅰ　1～54

11 (３) ③

　親等を対象とした家庭教育、
子どもの権利に関する週間をは
じめとする学校教育、市民館で
の人権学習などの社会教育によ
り、子どもの権利についての学
習等を推進します。

７条 人権尊重教育実践集録の作成

　研究推進校の実践を含めた市
立学校の年間の実践活動や人権
教育に関する研究大会や行事等
の内容を掲載した「人権尊重教
育実践集録」を作成し各学校に
配布する。

　掲載内容には「子どもの権利条例」の趣旨や
「子どもの権利の日の集い」や「子ども集会」
などの記事も掲載し、内容の周知を図った。

3
　掲載内容には「子どもの権利条例」の趣旨や
「子どもの権利の日の集い」や「子ども集会」
などの記事も掲載し、内容の周知を図った。

3
　掲載内容には「子どもの権利条例」の趣旨や「子どもの権利の
日の集い」や「子ども集会」などの記事も掲載し、内容の周知を
図った。

3

■成果：掲載内容に「子どもの権利条例」の趣旨や「子どもの権利の日の集
い」や「子ども集会」などの記事も掲載したことにより、内容の周知を図る
ことができた。。

■「子どもの権利」子どもの権利に関する記事を取り上げることにより、教
職員等に周知を図るようにした。

■課題：資料の活用について充実させるために、研修において周知を図る必
要がある。

C 教育委員会事務
局

人権・共生教育担当

12 102
253 かわさき共生＊共育プログラム

　市内公立学校において、いじ
め・不登校の未然防止として、
社会性を育成する「かわさき共
生＊共育プログラム」を実施
し、自分や他者の人権の尊重に
ついて理解し、よりよい人間関
係を築くための方法やルールな
どのスキルを学び、集団づくり
を促進する。

　４月、８月、３月に教育会館において、各学
校の担当者向けに研修を行った。また、学校か
らの要請により、２９校へ校内研修の講師とし
て、指導主事を派遣した。

3

　４月、８月に教育会館において、各学校の担
当者に向けて研修を行った。学校からの要請に
より、39校へ校内研修の講師として指導主事を
派遣し、啓発の継続に努めた。

3

　４月、８月に教育会館において、各学校の担当者に向けて研修
を行った。学校からの要請により、25校へ校内研修の講師とし
て指導主事を派遣し、啓発の継続に努めた。
　児童生徒の社会性の向上をさらに促進するため、年間４回の冊
子作成委員会を開催し、仲間づくりを目的としたエクササイズの
開発と見直しに取り組んだ。

3

■成果：担当者に向けた研修や学校要請訪問研修等を通じて、各学校におけ
る、かわさき共生＊共育プログラムの啓発と定着を図ることができた。

■「子どもの権利」に関連して：かわさき共生＊共育プログラムには、「個
性の違いを認められる」ことや「自分を表現し、その意見を尊重され、仲間
と集うことができる」等子どもの権利につながるエクササイズが含まれてお
り、児童生徒はこれらの大切さを体験的に学ぶことができた。

■課題：児童生徒の社会性の向上をさらに促進するため、より児童生徒の実
態に合ったエクササイズの開発やその周知、また学校の特色に合わせた研修
が必要であると考える。

C 教育委員会事務
局

教育改革推進担当

13 40 川崎市子ども会議（権利学習）

　川崎市子どもの権利に関する
条例に基づいて開催される川崎
市子ども会議において、条例や
子どもの権利についての学習を
支援する。

　川崎市子ども会議では、子どもたちが自主的
に決めたテーマに基づいて話し合いを行ってき
た。自主的な話し合いが権利条例の意見表明権
を大切にすることになった。また、サポーター
と会議の振り返りの中で、子どもたちの権利に
ついて確認していった。

3

　川崎市子ども会議では、３つのテーマを設定
し子どもたち自ら活動を進めてきたが、その活
動は、権利条例の意見表明権を具現化するもの
であった。また、会議終了後は、サポーターと
事務局で子どもたちの権利を大切にしていたか
という観点で振り返りを行った。

3

　川崎市子ども会議では、条例の意見表明権（参加する権利）を
具現化するために、３つのテーマを設定し子どもたち自らが活動
を進めてきた。会議の中で子どもたちが自由に意見を言える雰囲
気をサポーター中心に作り、会議後、あるいは会議前にサポー
ター、事務局とで進め方に問題は無かったか、どのように進めて
いくかなど話し合いをもちながら推進していった。

3

■成果：３つテーマについてそれぞれ具体的な成果が上がった。それぞれの
活動が権利条例の意見表明権に結びつくことを意識しながら活動することが
できた。

■「子どもの権利」に関連して：サポーター、事務局は子どもの意見を尊重
しながら会議を進めた。会議の前後には、進め方などの振り返りをしなが
ら、権利条例についての研修を重ねた。

■課題：サポーター、事務局がさらに連携して進めていくために話し合いの
機会の確保、サポーターに広い見識をもってもらうための研修の充実が必要
である。

C 教育委員会事務
局

生涯学習推進課

14 108 家庭教育推進事業

　教育文化会館や市民館、学校
において、子どもの理解や親の
役割及び家庭環境や社会環境を
めぐる諸問題についての学習機
会の提供や啓発のためのイベン
ト等を実施し、子どもの健全な
成長と子どもの権利の理解促進
をめざす。

　子どもの理解を深め、親や家庭の役割を考え
るとともに、親同士の関係作りを図る場である
「ＰＴＡ家庭教育学級」の開催へ向けて支援
し、１５１校で開催した。また、教育文化会
館・市民館で子育て広場の開設などの「子育て
支援啓発事業」や「家庭教育支援講座」「家
庭・地域教育学級」を行った。

3

　子どもの理解を深め、親や家庭の役割を考え
るとともに、親同士の関係作りを図る場である
「ＰＴＡ家庭教育学級」の開催へ向けて支援
し、１５５校で開催した。また、教育文化会
館・市民館で子育て広場の開設などの「子育て
支援啓発事業」や「家庭・地域教育学級」を
行った。

3

　子どもの理解を深め、親や家庭の役割を考えるとともに、親同
士の関係作りを図る場である「ＰＴＡ家庭教育学級」の開催へ向
けて支援し、１５１校で開催した。また、教育文化会館・市民館
で子育て広場の開設などの「子育て支援啓発事業」や「家庭・地
域教育学級」を行った。企業等との連携による家庭教育事業を実
施した。

3

■成果：子どもの理解が深まり、親や家庭の役割を考えるきっかけになっ
た。

■「子どもの権利」に関連して：子どもを理解するに当たっては、子どもに
権利があることを知ってもらうことを心がけた。

■課題：家庭教育は全ての出発点であることから、既存事業に参加できない
家庭へのアプローチき続ける必要がある。

C 教育委員会事務
局

生涯学習推進課

15 ＰＴＡ活動への支援（条例理解）

  子どもの健やかな成長を支える
ＰＴＡ活動の更なる活性化を図
るために、研修の開催等の支援
を行い、子どもの権利について
の理解を進める。

　ＰＴＡ活動における各委員会の役割を考え、
他校との情報交換を行う研修会を各区で実施す
るなど、ＰＴＡ活動の支援を行った。

3
　ＰＴＡ活動における各委員会の役割を考え、
他校との情報交換を行う研修会を各区で実施す
るなど、ＰＴＡ活動の支援を行った。

3
　ＰＴＡ活動における各委員会の役割を考え、他校との情報交換
を行う研修会を各区で実施するなど、ＰＴＡ活動の支援を行っ
た。

3

■成果：PTA主催の各種研修会が実施されて、保護者の生涯学習を支援する
ことができた。

■「子どもの権利」に関連して：いくつかの学校ではPTA家庭教育学級にお
いてCAP（子どもへの暴力防止）を学習するなど、子どもの権利について考
える取り組みがなされた。

■課題：ライフスタイルの変化で、研修などへの参加が難しいという保護者
が多くなっており、そのような方に対する支援が必要である。

C 教育委員会事務
局

生涯学習推進課

16
103
110 平和・人権学習

　教育文化会館・市民館におい
て、共に生きる地域社会の創造
をめざして、平和や人権の尊
重、子どもの権利に関する学習
事業を実施する。

　戦争、障害、食の安全、子どもの権利などの
テーマで、教育文化会館・市民館において、平
和・人権に関する講座を13講座開催した。

3
　戦争、障害、食の安全、子どもの権利などの
テーマで、教育文化会館・市民館において、平
和・人権に関する講座を１３講座開催した。

3
　戦争、障害、食の安全、子どもの貧困、子どもの権利などの
テーマで、教育文化会館・市民館において、平和・人権に関する
講座を１１講座開催した。

3

■成果：子どもを含めた人権の尊重に関する学習を行い、共に生きる地域社
会の創造に務めた。

■「子どもの権利」に関連して：子どもの権利条例の存在を知ってもらい、
子どもの人権について考えるような学習プログラムを設けた。

■課題：引き続き、平和や人権等に関する様々なテーマを取り上げていく必
要がある。

C 教育委員会事務
局

生涯学習推進課

17 権利学習資料の作成

　川崎市人権尊重教育推進会議
(子どもの権利学習検討委員会）
事業として、小学生版・中高校
生版の「子どもの権利学習資料｣
を作成し、市内公立小学校と中
学校及び教職員に配布して、子
どもの権利学習を推進する。

　川崎市人権尊重教育推進会議(子どもの権利学
習検討委員会）事業として、小学生版・中高校
生版の「子どもの権利学習資料｣を作成し、市内
公立学校の小学１年生と５年生及び教職員、中
学１年生及び教職員に配布して、子どもの権利
学習の推進に努めた。

3

　川崎市人権尊重教育推進会議(子どもの権利学
習検討委員会）事業として、小学生版「かがや
き」「みんな輝いているかい」・中高校生版
「わたしもあなたも輝いて」の子どもの権利学
習資料を作成し、市内公立学校の小学１年生と
５年生及び教職員、中学１年生及び教職員に配
布した。今年度は、子どもの権利学習において
活用しやすいように内容を改訂した。

3

　川崎市人権尊重教育推進会議(子どもの権利学習検討委員会）
事業として、小学校低学年版「かがやき」・高学年版「みんな輝
いているかい」・中高校生版「わたしもあなたも輝いて」の子ど
もの権利学習資料を作成し、市内公立学校の小学１年生と５年生
及び教職員、中学１年生及び教職員に配付した。子どもの権利学
習に関する授業において活用しやすいように、文章表現を分かり
やすくした。

3

■成果：子どもたちが「子どもの権利」について主体的に学ぶことができる
ように、昨年度の検討委員会での提言を生かしながら、紙面を修正した。

■「子どもの権利」に関連して：子どもたち一人一人が主体的に学び、生活
できるような具体的支援の必要性について教職員の共通理解が図れた。

■課題：検討委員会において、小学校低学年版「かがやき」への修正意見が
数件出た。意見を参考に、児童が学習で活用しやすい内容に修正する必要が
ある。

C 教育委員会事務
局

総合教育センター
カリキュラムセンター

18
教育課程の編成についての実践事
例集の作成・活用及び子どもの権
利学習資料の活用

　指導資料等を活用し、学校で
の権利学習の年間計画への導入
を促し、子どもの権利学習に取
り組みやすいよう支援する。

　日頃の学校教育及び｢川崎市子どもの権利に関
する週間」で全般を通して人権尊重教育に関す
る授業をを中心に、権利学習を行った。

3

　学校においては権利の学習を推進するために
指導資料を活用した研修等を行い、教職員への
理解を深めた。また、全校種を対象として年4
回「人権尊重教育推進担当者研修」を実施し、
指導資料を活用して年間指導計画の作成につい
て研修を行い、学校での権利学習に対する取組
への支援を進めた。

3

　人権尊重教育担当者研修において指導資料等を活用し、子ども
の権利についての学習展開例等を伝達した。各学校において「子
どもの権利に関する週間」を中心として「子どもの権利学習」の
年間計画への導入を促し、教科横断的に権利学習に取り組めるよ
うに支援した。

3

■成果：「子どもの権利学習資料活用に関するアンケート」から、「子ども
の権利に関する週間」を中心に、多くの学校で３冊の権利学習資料を活用し
た取組が広がっている。

■「子どもの権利」に関連して：「子どもの権利学習資料」を活用した道
徳、特別活動等の学習を通して、子どもたちに子どもの権利についての理解
が広がってきている。

■課題：指導資料等を用いた実践事例について、今後とも各学校に周知して
いくことが必要である。

C 教育委員会事務
局

総合教育センター
カリキュラムセンター

19
２
7
111
254

子どもの権利に関する週間

　｢川崎市子どもの権利に関する
週間」を中心に、学校において
は権利の学習を推進する。ま
た、これらの取組を保護者や地
域住民に公開することにより、
子どもの権利の理解を地域に広
める。

　日頃の学校教育及び｢川崎市子どもの権利に関
する週間」で全般をとおして人権尊重教育に関
する授業を中心に、権利学習を行った。また、
これらの取組を保護者や地域住民に公開し、子
どもの権利の理解を地域に広めた。

3

　11月の｢川崎市子どもの権利に関する週間」
を中心に、学校においては、権利の学習を推進
するために研修等で教職員への理解を深めた。
児童生徒については、「子どもの権利学習資
料」を活用して権利についての学習を実施し
た。また、保護者や地域住民に対しては、これ
らの取組を授業参観等で公開することにより、
子どもの権利についての理解を広めた。

3

　各学校において「子どもの権利に関する週間」を中心に権利学
習を実施できるよう、研修会の実施を通じて教職員に指導方法を
周知した。｢川崎市子どもの権利に関する週間」を中心に、権利
学習資料等を活用した学習を実施した。また、「子どもの権利に
関する週間」において、道徳、学級活動等の授業公開を実施する
ことで、保護者や地域住民の子どもの権利についての理解を深め
た。

3

■成果：「子どもの権利に関する週間」を中心に道徳など様々な教科等で保
護者・地域住民に授業公開することを通して、子どもの権利について理解を
深めた。

■「子どもの権利」に関連して：市内全校の担当者に研修を実施し、「子ど
もの権利に関する週間」を中心に子どもの権利学習資料の活用等を周知し
た。

■課題：子どもの権利に関する週間についての理解を広めるため、指導資料
の実践例等を紹介し、子どもの権利学習資料の活用方法等を周知していく。

C 教育委員会事務
局

総合教育センター
カリキュラムセンター

20 ④

　子どもの権利に関する認識を
深めるため、権利条例の意義に
ついて学校や施設職員、行政職
員をはじめとする子どもの権利
保障に関係する者に対して、研
修を行います。

237
255

子どもの権利に関わる講師派遣
（職員向け）

　学校や子どもに関わる施設
等、子どもの権利保障に関係す
る職員向けの研修会等に講師を
派遣し、子どもの権利について
の広報・啓発事業を推進する。

　市立学校主催の人権教育研修会（延べ60人が
参加）や保育園の職員研修（延べ169人）等で
子どもの権利保障に関係する職員に対して、人
権全般を含め子どもの権利について説明した。

3

　保育園の職員研修（延べ1６０人）、児童相
談所の新任職員、こども文化センター職員研修
（延べ50人）等、子どもの権利保障に関係する
職員に対して、人権全般を含め子どもの権利に
ついて説明した。

3

　保育園の職員研修（延べ161人）、児童相談所の新任職員
（30人）、こども文化センター職員研修（延べ140人）等、子
どもの権利保障に関係する職員に対して、人権全般を含め子ども
の権利について説明した。
　その他、市立学校の教職員研修（340人）の機会が得られ、
教職員に対し子どもの権利について説明した。

3

■成果：子どもに関わる施設の職員への研修をとおし、職員の人権意識を高
めることができた。

■「子どもの権利」に関連して：研修毎の受講者に応じて具体的な説明事例
を使い分け、現場における子どもの権利を分かりやすく説明した。

■課題：保育園への講師派遣や教育委員会との連携による研修は引き続き実
施しつつ、民間施設職員向けの研修の機会が少なく、今後は民間施設の所管
課と連携し、民間施設職員への研修の機会を増やしていく必要がある。

C こども未来局 青少年支援室

各年度達成度＝１：目標を大きく上回って達成　　２：目標を上回って達成　　３：目標をほぼ達成　　４：目標を下回った　　５：目標を大きく下回った
3年間の自己評価＝Ａ：目標を大きく上回って達成　Ｂ：目標を上回って達成　Ｃ：目標をほぼ達成　Ｄ：目標を下回った　Ｅ：事業が廃止56 57
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〔第４次川崎市子どもの権利に関する行動計画〕

平成２８年度実施状況　及び　３年間の自己評価

施策の方向Ⅰ　広報・啓発及び学習の支援並びに市民活動への支援（第１章）
施策の方向Ⅰ　1～54

21 (３) ④

　子どもの権利に関する認識を
深めるため、権利条例の意義に
ついて学校や施設職員、行政職
員をはじめとする子どもの権利
保障に関係する者に対して、研
修を行います。

７条
行政職員及び子どもの権利に関す
る職場研修

　子どもに関わる窓口の職員や
新規採用職員等の研修に講師派
遣を行い、子どもの権利につい
ての啓発と職員の資質向上を図
る。

　人権・男女共同参画室の新任職員や市民館等
の職員、児童相談所の新任職員などを対象とし
た研修に人権全般を含め子どもの権利に関する
講師派遣を行った。

3

　新規採用看護職員を対象とした研修に人権全
般を含め子どもの権利に関する講師派遣を行っ
た。
　また、環境局からは「子どもの人権」に関し
ての講演依頼があり、川崎市子どもの権利委員
会委員長に講演いただいた。

3

　青少年支援室の職員及び児童相談所の新任職員等を対象とした
研修に子どもの権利に関する講師派遣を行った。
　また、こども未来局の新設に伴い、庁内の管理職を中心に子ど
もの権利条例について研修を行った。

3

■成果：新規採用職員等を中心に行政職員向けに子どもの権利についての講
話をとおし、職員の人権意識を高めることができた。

■「子どもの権利」に関連して：子どもの権利条例について理解を深めるだ
けでなく、行政の責務についても具体的に触れるようにした。

■課題：新規採用職員には人権研修の機会が必ず設けられている一方、区役
所等一般職員への研修の機会が少なく、より多くの講師派遣の機会につなげ
る周知と関係機関（研修企画部門）との連携が必要である。また、講師対応
可能な職員の育成は継続的な課題である。

C こども未来局 青少年支援室

22
こども文化センター・わくわくプ
ラザスタッフ研修

　施設の管理運営者である各指
定管理者等に対して、子どもの
権利条例の趣旨を踏まえた職員
研修に継続して取り組むよう指
導・助言、情報提供を行い、職
員の子どもの権利についての理
解を深める。

　各指定管理者等に対し、子どもの権利条例の
趣旨を踏まえた職員研修に継続して取り組むよ
う指導・助言、情報提供を行い、指定管理者は
法人ごとに各１回以上子どもの権利に関する研
修を実施。市主催の研修にも111人が参加し
た。

3
　各指定管理者等に対し、子どもの権利条例の
趣旨を踏まえた職員研修に継続して取り組むよ
う指導・助言、情報提供を行った。

3 　各指定管理者等に対し、子どもの権利条例の趣旨を踏まえた職
員研修に継続して取り組むよう指導・助言、情報提供を行った。 3

■成果：条例についての研修を通じ、職員の子どもの権利に関する理解が深
まった。

■「子どもの権利」に関連して：条例を理解することにより、子どもの権利
を保障しなければならないことが認識された。

■課題：子どもの健全な育成には子どもの権利が保障されなければならない
ことを理解し、それを実施する居場所であることの認識を持つための取組を
今後も継続することが必要。

C こども未来局 青少年支援室

23 子ども夢パークスタッフ研修

　施設の管理運営者である指定
管理者に対し、条例に対する意
識の向上及び子どもを対象とし
た事業実施に伴う技量を高める
ための研修を継続して取り組む
よう指導・助言、情報提供を行
い、職員の子どもの権利につい
ての理解を深める。

　指定管理者に対し、子どもの権利についての
理解を深めるための職員の研修に取り組むよう
指導・助言、情報提供を行い、指定管理者は発
達障害についての理解を深める研修を重点とし
て年３９回の研修を職員に受講させた。

3
  指定管理者に対し、子どもの権利についての
理解を深めるための職員の研修に取り組むよう
指導・助言、情報提供を行った。

3
  指定管理者に対し、子どもの権利についての理解を深めるため
の職員の研修に取り組むよう指導・助言、情報提供を行った。 3

■成果：条例についての研修を通じ、職員の子どもの権利に関する理解が深
まった。

■「子どもの権利」に関連して：条例を理解することにより、子どもの権利
を保障しなければならないことが認識された。

■課題：子どもの健全な育成には子どもの権利が保障されなければならない
ことを理解し、それを実施する居場所であることの認識を持つための取組を
今後も継続する必要がある。

C こども未来局 青少年支援室

24 青少年育成関係団体への研修

　青少年健全育成に携わる指導
者・育成者の資質向上のため、
講演会等の研修を実施し、子ど
もの権利についての理解を深め
る。

　青少年健全育成に携わる指導者・育成者の資
質向上のための講演会を１回実施した。 3

　青少年健全育成に携わる指導者・育成者の資
質向上のための講演会を1回実施し、神奈川県
や国の行う研修についても情報提供を行った。

3
　青少年健全育成に携わる指導者・育成者の資質向上のための講
演会を1回実施し、神奈川県や国の行う研修についても情報提供
を行った。

3

■成果：青少年の健全育成に携わる指導者・育成者の資質向上に資すること
ができた。

■「子どもの権利」に関連して：青少年の健全育成を図ることで、子どもの
権利の保障に資することができた。

■課題：指導者・育成者の資質向上に向け、今後も継続して各種情報提供を
行っていく必要がある。

C こども未来局 青少年支援室

25
乳児院、児童養護施設等の職員へ
の研修支援

　児童養護施設等の職員が積極
的に子どもの権利や子どもの相
談・救済に関して理解を深めら
れるよう、職員を対象としたパ
ンフレットの提供や研修等の情
報提供を行う。

　児童養護施設等の職員が子どもの権利や子ど
もの相談・救済に関して理解を深められるよ
う、行政や関係団体が主催する研修等の情報提
供を行った。また、中堅職員を対象とした５県
市共同の基幹的職員研修において、講師に弁護
士を招き、子どもの権利擁護について研修を
行った。

3

　児童養護施設等の職員が子どもの権利や子ど
もの相談・救済に関して理解を深められるよ
う、行政や関係団体が主催する研修等の情報提
供を行った。また、中堅職員を対象とした５県
市共同の基幹的職員研修において、講師に弁護
士を招き、子どもの権利擁護について研修を
行った。

3

 児童養護施設等の職員が子どもの権利や子どもの相談・救済に
関して理解を深められるよう、行政や関係団体が主催する研修等
の情報提供を行った。また、中堅職員を対象とした５県市共同の
基幹的職員研修において、講師に弁護士を招き、子どもの権利擁
護について研修を行った。児童相談所との連絡会において児童の
支援に関する意見交換等を行うほか、適時、施設によって子ども
の権利に関する研修を実施した。

3

■成果： 施設職員への研修や児童相談所職員との意見交換の機会を設け、児
童養護施設等の職員が子どもの権利や子どもの相談・救済に関して理解を深
めるための取り組みを推進することができた。

■「子どもの権利」に関連して：児童福祉法の改正により児童の福祉を保障
するための原理が明確化され、児童が権利の主体であること、児童の意見が
尊重されること、最善の利益を優先されること等が定められており、法改正
の趣旨を踏まえて取組を推進する必要がある。

■課題：施設においては小規模グループケアの導入が進み、段階的に職員体
制の充実が図られているところであるが、経験年数の浅い職員が多くなって
いることや、大舎制と比較してユニットの様子が他のユニットや管理職から
見えづらくなるなど新たな課題が生じる可能性があるため、引き続き権利擁
護に向けた取り組みを推進する必要がある。

C こども未来局 こども保健福祉課

26 211 里親への研修

　支援を必要とする子どもを養
育する里親に対し、里親認定時
の研修や一定期間経過後の継続
研修など、段階に応じた研修を
実施し、子どもの権利に関する
理解を深める。

　里親認定時の研修や一定期間経過後の継続研
修など、段階に応じた研修において、子どもの
権利擁護について話し合う機会を設けた。

3
　里親認定時の研修や一定期間経過後の継続研
修など、段階に応じた研修において、子どもの
権利擁護について話し合う機会を設けた。

3
　里親認定時の研修や一定期間経過後の継続研修など、段階に応
じた研修において、子どもの権利擁護について話し合う機会を設
けた。

3

■成果：継続研修等、里親の養育経験や子どもの成長・発達など様々な段階
において継続的に子どもの権利擁護について理解を深める機会を設けること
ができた。

■「子どもの権利」に関連して：児童福祉法の改正により児童の福祉を保障
するための原理が明確化され、児童が権利の主体であること、児童の意見が
尊重されること、最善の利益を優先されること等が定められており、法改正
の趣旨を踏まえて取組を推進する必要がある。

■課題：里親の養育経験や子どもの成長・発達段階に応じた権利擁護につい
て定期的、継続的に理解を深められる研修を今後も実施する必要がある。

C こども未来局 こども保健福祉課

27
公民保育所等園長職員を対象とし
た研修会の開催

　「子どもの権利に関する条
例」における子どもの権利につ
いて公民保育所等施設長及び職
員を対象に、意識の向上及び人
権尊重に基づいた保育活動の推
進を図る。

　各区共、年間計画を作成し公民保育所等施設
長、職員を対象に「川崎市子ども権利条例」の
骨子に基づく研修を実施した。会議の中では保
育におけるエピソードや保護者の思い等活発な
意見交換を行う中で子どもの人権は日常の生活
や遊びの中にあるごく普通のことであり子ども
一人ひとりの思いや意見を尊重することである
ことを学びあうことが出来た。

3
　子どもの権利の意識や取組みについて、園長
会議において人権をテーマとした話し合いの機
会を設けた。

3
７区で保育所等施設長会議を開催する中で、「子どもの権利」等
に関しての意見交換や研修会を実施し「子どもの権利条例等」知
識を深めた。

3

■成果：公民保育所等の施設長や関係機関職員等を対象に研修を継続的に実
施する中で、人権意識を高めることができ、人権を尊重した保育を推進する
ことができた。

■「子どもの権利」に関連して：子どもの権利の取組について、施設長会議
で意見交換することで、子どもの権利に関して認識を深めることができた。

■課題：引き続き施設長を対象とした意識向上に取組む。

C こども未来局 運営管理課

28 239
保育園における職場研修
（子どもの権利）

　保育園等において子どもの権
利をテーマに職場研修を行い、
子どもへの接し方について学ぶ
ことで、言葉、態度による暴
力、虐待、差別の防止に努め
る。

　夜間区内保育所等施設長、職員を対象に研修
を実施し、人権・男女共同参画室職員から「人
権に関すること」「川崎市子ども権利条例」
「保育現場における気をつけたいワード」を学
んだ。５０名参加（５年未満の職員が２
４%）。
　「命に向き合う現場として１年に１回は学ぶ
必要性と大切さを感じた」「大人が人権を守る
ことが、子どもを守ることになると感じた」等
の感想を得て１年に１回研修実施の必要性を認
識した。
　その他、各保育園において職場研修を実施す
ることで、子どもの権利を踏まえた保育を実践
することができた。また、民間保育園を含めて
子どもの権利に関する研修を実施した。

3

　 各保育園において職場研修を実施すること
で、子どもの権利を踏まえた保育を実践するこ
とができた。また、民間保育園を含めて子ども
の権利に関する研修を実施した。

3

　子どもの権利条例について学ぶ「保育園職員が手に入れたいま
なざし」～子どもの命を真ん中にすえた保育～をテーマに同じ内
容で場所・時間を変えて研修会を実施し、より多くの職員が研修
を受講できるようにし、232名の参加あり、子どもの権利への
関心を高めることができた。

3

■成果：公民保育所等職員の人権意識を高めることで、人権を尊重した保育
を進めることができた。

■「子どもの権利」に関連して：子どもの権利について学ぶことで、保護者
にも懇談会等を通じて子どもの守られる権利等について話をすることができ
た。

■課題：引き続き公民保育所等の職員を対象とした研修を実施し、意識向上
に取り組む。

C こども未来局 運営管理課

29
保育園等における職場 職員研修
（多文化）

　保育園等の子どもに関わる職
員が多様な文化的背景を持つ子
どもについての理解を深めるた
めの研修を実施し、職員の資質
向上を図る。

　園長研修、担当係長研修、保育士研修等を実
施し、多様な文化を持つ子どもへの理解を深め
た。

3
　園長研修、担当係長研修、保育士研修等を継
続的に実施し、多様な文化を持つ子どもへの理
解を深めることに努めた。

3
園長研修、担当係長・園長補佐研修、保育士研修等を継続的に実
施し、多様な文化を持つ子どもへの理解を深める事に努め、職員
の資質向上を図った。

3

■成果：ホームページや各保育園において外国籍及び日本語を母語としない
保護者への情報提供ができ育児支援に繋げる事ができた。。

■「子どもの権利」に関連して：ホームページや保育園においてこどもの権
利に配慮した情報発信を行うことができた。

■課題：引き続き多様な文化を持つ子どもへの趣味を深める事に努め、職員
の資質向上を図る。また引き続きホームページ、保育園において情報発信を
行う。

C こども未来局
保育課
運営管理課
各区保育総合支援担当

30 241 子どもの権利に係る研修

　児童相談所その他関係機関等
職員へ子どもの権利擁護、児童
虐待等に関する研修を実施する
とともに、関係機関への研修講
師派遣を実施する。

　児童相談所新任職員研修にて子どもの権利を
テーマに研修を実施するとともに、保育園等関
係機関への研修講師派遣を通じて、行政職員を
中心に子どもの権利意識向上を図った。

3

　児童相談所新任職員研修にて子どもの権利を
テーマに研修を実施するとともに、保育園等関
係機関への研修講師派遣を通じて、行政職員を
中心に子どもの権利意識向上を図った。

3
児童相談所新任職員研修にて子どもの権利をテーマに研修を実施
するとともに、保育園等関係機関への研修講師派遣を通じて、行
政職員を中心に子どもの権利意識向上を図った。

3

■成果：職員の子どもの権利への意識向上につながった。

■「子どもの権利」に関連して：児童相談所等における子どもやその家庭に
対し、子どもの権利を守る支援につなげることができた。

■課題：引き続き、研修等を実施し、子どもの権利意識向上に努めていく。

C こども未来局 児童家庭支援・虐待対策室

各年度達成度＝１：目標を大きく上回って達成　　２：目標を上回って達成　　３：目標をほぼ達成　　４：目標を下回った　　５：目標を大きく下回った
3年間の自己評価＝Ａ：目標を大きく上回って達成　Ｂ：目標を上回って達成　Ｃ：目標をほぼ達成　Ｄ：目標を下回った　Ｅ：事業が廃止58 59
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31 (３) ④

　子どもの権利に関する認識を
深めるため、権利条例の意義に
ついて学校や施設職員、行政職
員をはじめとする子どもの権利
保障に関係する者に対して、研
修を行います。

７条 専門職員研修（障害児）

　障害児の自立、社会参加を促
進するため研修を実施し、職員
の子どもの権利保障への意識高
揚と資質向上を図り、利用者に
対して質の高いサービスを提供
する。

　障害児支援の専門職（ＰＴ，ＳＴ，ＯＴ、看
護師等）の資質向上のために、各々の専門分野
に即した研修および他職種も含めて知識の習得
のための研修を企画実施した。テーマは住宅改
修等環境設定の方法、吃音治療、治療的玩具、
発達障害の医療等である。

3

  今年度は、全て地域療育センターが民間や指
定管理となった最初の年であり、公立の専門職
（心理、PT,ST,OT）が障害児者含めて研修を
企画した。ダウン症のコミュニケーション、肢
体不自由者の健康増進、構造化等自閉症児者へ
の支援、精神障害者の地域移行等、児から者へ
の支援の継続性も含めた内容とした。

3

専門職員研修として、PT,OT,STの臨床講義を実施し、障害児に
関わる機関（療育センター、相談支援センター等）の当該専門職
員の参加が得られた。PTは脳性麻痺を持つ当事者でもあるPTの
方の講演会、STは吃音について症例検討を含めた研修、OTは身
体・精神・発達等多くの領域で共通に用いる「人間作業モデル」
についての講演会を実施した。

3

■成果：民間の療育センターの専門職との定期的な連絡会を継続し、教育機
関や他の相談機関にいる専門職ともネットワークを作ることができた。専門
職研修の実施にあたり専門職連絡会やネットワークで発信し、障害児に関わ
る専門職や支援者の参加が得られた。

■「子どもの権利」に関連して：障害児やその疑いのある児童は自分から気
持ちや意見を発することができない場合もあり、支援者が当該児童の代弁者
となるためには、障害理解や知識が必要である。また専門職員は当該児童の
直接支援と共に支援者支援（間接支援）も必要であり、研修実施は障害児の
権利の保障につながっている。

■課題：この事業以外でも発達障害児者支援の研修企画にも参加している
が、この専門職研修と併せて開催するなどしてより多くの支援者に障害児や
その疑いのある児童の支援方法について広く知ってもらうことも可能だと思
われるので、研修の規模の拡大などを検討する必要がある。

C 健康福祉局 障害者更生相談所

32 子育て支援関係者研修

子ども・子育て支援関係機関の
職員等を対象に子どもの権利に
関する総合的支援に繋げるため
の研修会を実施する。

　「川崎市子どもの権利に関する条例」ができ
るまでの過程や小学校における人権教育の実践
を学び、子どもの人権の理解を深めた。

3
　「川崎市子どもの権利に関する条例」ができ
るまでの過程や小学校における人権教育の実践
を学び、子どもの人権の理解を深めた。

3
子ども・子育て支援関係機関の職員等を対象に子どもの権利に関
する研修を実施した。 3

■成果：地域の子育て中の親と子どもに関わる職員が子どもの権利に関する
学びを深めることで、地域の子育て支援力の向上につながった。

■「子どもの権利」に関連して：子ども・子育て支援関係機関の職員等を対
象に子どもの権利に関する研修を実施することで、理解を深めることができ
た。

■課題：引き続き研修を実施し、より子どもの権利に関心を持てるようにす
る。

C こども未来局 運営管理課

33 10 子どもの権利「Ｑ＆Ａ」作成

　条例の施行に伴い、日常の学
校生活の中で子どもたちと接す
ることの多い教職員に子どもの
権利について理解を深めてもら
うために「子どもの権利Ｑ＆
Ａ」を作成・配布し、川崎市人
権尊重教育推進会議の事業とし
て研修等を実施する。

　初任者研修と２校目異動者研修において「子
どもの権利Ｑ＆Ａ」概要版を配付し「子どもの
権利」について理解を深めるとともに、人権尊
重教育推進担当者の研修においても、資料とし
ての活用を促した。

3

　初任者研修と人権尊重教育推進担当者研修に
おいて「子どもの権利Ｑ＆Ａ」２７年度版を配
付し「子どもの権利」について理解を深めると
ともに、各学校の校内研修の資料としての活用
を促した。

3

　教職員のライフステージの応じた研修の際には、「子どもの権
利Ｑ＆Ａ」を周知し、「子どもの権利」について理解を深めた。
また、人権尊重教育推進担当者の研修においても、資料としての
活用を促した。

3

■成果：「子どもの権利Ｑ＆Ａ」を周知することにより、「子どもの権利」
について理解を深めることができた。

■「子どもの権利」に関連して：配付資料を活用して、７つの子どもの権利
の理解を図るようにした。

■課題：資料の活用について充実させるために、研修において周知を図る必
要がある。

C 教育委員会事務
局

人権・共生教育担当

34 242 体罰防止についての意識啓発

　市内全校の教職員を対象に、
人権尊重教育の研修を実施し、
人権に対する意識を向上させ、
子どもの権利についての理解を
深めながら、体罰の防止を図
る。

市内全校の教職員を対象に、人権尊重教育の研
修を実施し、体罰の防止を図った。 3

　市立学校全校で、体罰禁止を再確認するとと
もに、様々な教育活動における適切な指導のあ
り方についての研修を行った。また、児童生徒
指導連絡協議会において、児童生徒指導担当者
を対象に、一人ひとりの子どもを大切にした児
童生徒指導の推進をテーマとして協議し、体罰
防止の意識啓発の継続に努めた。

3

教職員が、児童生徒に対して体罰に頼らない指導や不適切な指導
に対する未然防止策として、年度当初に作成した体罰リーフレッ
ト等を使い、市立学校全校（１７８校）で研修を行った。また、
児童生徒指導連絡会議において、児童生徒指導担当者を対象に、
一人ひとりの子どもを大切にした児童生徒指導の推進をテーマと
して協議し、体罰防止の意識啓発の継続に努めた。

3

■成果：各学校ごとに、年度内に必ず体罰研修を実施し、教職員一人ひとり
が児童生徒の気持ちに寄り添った指導が行われるようになった。

■「子どもの権利」に関連して：体罰防止や不適切な指導の防止により、一
人ひとりが大切な存在として、安心して生活ができるようになり、育ち・学
ぶ施設における子どもの権利が保障された。

■課題：子どもの安心・安全な生活を守るために、体罰防止の研修等を継続
していく必要がある。

C 教育委員会事務
局

指導課

35
人権尊重教育推進担当者研修
(条例理解)

　人権尊重教育を推進する担当
教職員に対して実践報告会や交
流会などの研修を行い、権利の
学習における効果的な指導方法
や学習資料の使用方法について
学び、子どもの権利条例及び子
どもの権利についての理解を深
める。

　年4回、人権尊重教育を推進する担当教職員
に対して実践報告会や班別協議などの研修を行
い、権利の学習における効果的な指導方法や学
習資料の使用方法等、子どもの権利条例及び子
どもの権利についての理解を深めた。

3

　人権尊重教育を推進する担当教職員に対して
年4回、実践報告会や班別協議などの研修を
行った。今年度は、学校全体計画を作成し、校
内での組織的な人権尊重教育の位置付けを図っ
た。また、権利の学習における効果的な指導方
法や学習資料の使用方法等、子どもの権利条例
及び子どもの権利についての理解を深めた。

3

　人権尊重教育を推進する担当教職員に対して年4回、実践報告
会や班別協議などの研修を行った。昨年度に引き続き、 学校全
体計画を作成し、校内での組織的な人権尊重教育の位置付けを
図った。また、権利の学習における効果的な指導方法や学習資料
の使用方法等、子どもの権利条例及び子どもの権利についての理
解を深めた。

3

■成果：全体計画を作成したことにより校内での人権尊重教育の体制が整っ
てきた。

■「子どもの権利」に関連して：子どもの権利学習資料の活用方法を示し、
子どもの権利についての理解を深めることができた。

■課題：人権尊重教育について、担当者中心に各校で研修を深めていく必要
がある。

C 教育委員会事務
局

総合教育センター
カリキュラムセンター

36
校長を対象とした研修会の開催
（条例理解）

　学校における子どもの権利の
条例についての意識の向上及び
人権尊重に基づいた教育活動の
推進を図る。

　第4回目の研修会において「川崎市子どもの
権利に関する条例」の基本的な考え方及びかわ
さき教育プランの重点施策１における人権尊重
教育の推進を考慮した講話を行った。

3

　第4回目の研修会において「川崎市子どもの
権利に関する条例」の基本的な考え方及びかわ
さき教育プランの重点施策１における人権尊重
教育の推進を考慮した講話を行った。

3

　第４回の研修会において「川崎市子どもの権利に関する条例」
の基本的な考え方及び「かわさき教育プラン」の「基本政策Ⅱ・
施策２．豊かな心の育成」を踏まえた講話を実施し、人権尊重教
育を推進することの重要性の認識を深めた。

3

■成果：人権尊重教育推進の重要性を、あらためて確認することができた。

■「子どもの権利」に関連して：毎年継続して研修を実施することにより、
子どもの権利に関する認識も深まっている。

■課題：社会情勢の変化により、子どもの権利に関する内容も多様化してい
る。多くの側面から人権尊重教育について、研修を深めていく必要性があ
る。

C 教育委員会事務
局

総合教育センター
カリキュラムセンター

37 教職員研修（子どもの権利）

　子どもの心を開く児童生徒指
導研修として、各学校や社会教
育施設での人権尊重教育の進め
方、子どもの権利保障の在り方
について学び、指導能力の向上
を図る。

　夏季研修会において子どもの心を開く児童生
徒指導研修として、子どもの心をほぐすための
実践を学び、各学校での人権尊重教育の進め
方、子どもの権利保障の在り方についての理解
を深めた。

3

　夏季研修において子どもの心を開く児童生徒
指導研修として、子どもの心をほぐすための実
践を学び、各学校での人権尊重教育の進め方、
子どもの権利保障の在り方についての理解を深
めた。

3

　夏季研修において、子どもの心を開く児童生徒指導研修を実施
し、参加体験型の様々な実践に取り組むことで子どもの心をほぐ
すための方策について理解を深めた。実施後の感想には、「日頃
の学級経営や児童生徒指導に生かす実践を学ぶことができた。子
どもの権利に配慮した人権尊重教育の進め方について理解でき
た」との記述が多かった。

3

■成果：児童文化研究会常任委員、玉川ＴＡＰセンターの方々を講師に迎
え、子どもの権利に配慮した参加体験型の２つの研修を実施した。

■「子どもの権利」に関連して：参加体験型の研修を通して「子どもの権利
とは何か」の理論、実践を学ぶことができた。

■課題：内容に見合った研修場所を検討する必要がある。

C 教育委員会事務
局

総合教育センター
カリキュラムセンター

38 教職員研修（多文化）

　｢川崎市多文化共生社会推進指
針｣に基づく施策と連携しなが
ら、多様な文化背景をもつ子ど
もたちについての理解を深める
ための研修を実施する。

　帰国・外国人児童生徒教育担当者を集め、年
2回の研修会を行った。多様な文化的背景を持
つ子どもたちの受入などについて、「ともに生
きる」や「指導の手引き」を活用し、周知を
図った。

3

　帰国・外国人児童生徒教育担当者を集め、年
2回の研修会を行った。多様な文化的背景を持
つ子どもたちの受入・日本語指導などについ
て、「ともに生きる」や「指導の手引き」を活
用した研修や、講師を招いての講演を実施し
た。帰国・外国人児童生徒の受入について、き
め細やかな対応や、安心できる学習環境の整備
について、研修を行うことができた。

3

　帰国・外国人児童生徒教育担当者を集め、年2回の研修会を
行った。多様な文化的背景を持つ子どもたちの受入・日本語指導
などについて、「ともに生きる」や「指導の手引き」を活用した
研修や、講師を招いての講演を実施した。多文化共生と多様性を
尊重する意識と態度の育成を推進するための内容を扱った。

3

■成果：異文化理解と相互尊重をめざした教育について、共通理解すること
ができた。

■「子どもの権利」に関連して：帰国・外国人児童生徒の文化的背景理解の
必要性について、理解を深めることができた。

■課題：帰国・外国人児童生徒の増加により、多様な文化的背景を持つ子ど
もたちの受入・日本語指導がさらに重要性を増している。

C 教育委員会事務
局

総合教育センター
カリキュラムセンター

39 260 スクールカウンセラー研修

　市立中学校に派遣されている
スクールカウンセラー及び学校
巡回カウンセラーを対象に、教
育相談についての研修を実施
し、子どもの権利についての理
解促進と児童生徒への教育相談
活動の充実を図る。

　スクールカウンセラーについては、年４回研
修会を開催し、子どもの権利についての理解促
進及びカウンセリング技能の質的向上を図っ
た。また、学校巡回カウンセラーについても研
修を通して子どもの権利理解促進を図ると同時
に、事件事故における緊急時の即応に対する研
修も行った。

3

　子どもの権利についての理解促進及びカウン
セリング技能の質的向上につながるよう、ス
クールカウンセラーについては、年４回研修会
の開催を充実させた。また、学校巡回カウンセ
ラーについても子どもの権利理解促進を図ると
同時に、事件事故における緊急時の即応できる
ための研修を実施した。

3

　年４回開催しているスクールカウンセラー研修会に学校巡回カ
ウンセラーも参加し、いじめの問題や不登校への対応等に教職員
と連携しながら取り組む事例等を示し、未然防止が図られるよう
にした。また、ネット依存に関する研修や困難を抱える子ども・
保護者へのかかわりなど子どもを取り巻く環境の今日的な課題や
対応について研修を行い理解を深めた。また、学校巡回カウンセ
ラーについては、事件事故における緊急時に即応するための研修
を実施した。

3

■成果：子どもを取り巻く様々な課題について知識を深め、適切な相談活動
を行うことができた。

■「子どもの権利」に関連して：子どもが安心して相談できる体制を整え、
子どもに寄り添った相談が促進された。

■課題：学校と連携しながら充実した相談活動を行うために、子どもの権利
に関することや教育相談に関する研修を継続する。

C 教育委員会事務
局

総合教育センター
教育相談センター

40 ⑤

　川崎市子ども会議や行政区・
中学校区子ども会議の開催によ
り、子どもの自主的な権利学習
を支援します。

13 川崎市子ども会議（権利学習）

　川崎市子どもの権利に関する
条例に基づいて開催される川崎
市子ども会議において、条例や
子どもの権利についての学習を
支援する。

　川崎市子ども会議では、子どもたちが自主的
に決めたテーマに基づいて話し合いを行ってき
た。自主的な話し合いが権利条例の意見表明権
を大切にすることになった。また、サポーター
と会議の振り返りの中で、子どもたちの権利に
ついて確認していった。

3

　川崎市子ども会議では、３つのテーマを設定
し子どもたち自ら活動を進めてきたが、その活
動は、権利条例の意見表明権を具現化するもの
であった。また、会議終了後は、サポーターと
事務局で子どもたちの権利を大切にしていたか
という観点で振り返りを行った。

3

　川崎市子ども会議では、条例の意見表明権（参加する権利）を
具現化するために、３つのテーマを設定し子どもたち自らが活動
を進めてきた。会議の中で子どもたちが自由に意見を言える雰囲
気をサポーター中心に作り、会議後、あるいは会議前にサポー
ター、事務局とで進め方に問題は無かったか、どのように進めて
いくかなど話し合いをもちながら推進していった。

3

■成果：３つテーマについてそれぞれ具体的な成果が上がった。それぞれの
活動が権利条例の意見表明権に結びつくことを意識しながら活動することが
できた。

■「子どもの権利」に関連して：サポーター、事務局は子どもの意見を尊重
しながら会議を進めた。会議の前後には、進め方などの振り返りをしなが
ら、権利条例についての研修を重ねた。

■課題：サポーター、事務局がさらに連携して進めていくために話し合いの
機会の確保、サポーターに広い見識をもってもらうための研修の充実が必要
である。

C 教育委員会事務
局

生涯学習推進課

41
地域教育会議（行政区・中学校区
子ども会議への権利学習支援）

　行政区・中学校区地域教育会
議において、行政区・中学校区
子ども会議を開催し、文化・ス
ポーツを通した子どもの交流を
促進するほか、子どもの意見表
明や権利学習を支援する。

　７行政区子ども会議では多彩な活動を行っ
た。定例会を行っているのは３つの区子ども会
議になり、その他の区子ども会議はイベント的
に開催した。各中学校区子ども会議でも、工夫
をこらした取組を行っている。

3

　７行政区子ども会議、５１中学校区子ども会
議では、工夫をこらした多彩な活動を行った。
３行政区子ども会議で定例会を行っている。中
学校区子ども会議では、イベント的な行事を開
催したところと、数回の会議を催したところが
ある。また、市と行政区の子ども会議は連携を
意識した取組を行った。

3

　７行政区子ども会議、５１中学校区子ども会議では、工夫をこ
らした多彩な活動を行った。４行政区子ども会議で定例会を行っ
ている。中学校区子ども会議では、イベント的な行事を開催した
ところと、数回の会議を催したところがある。また、市と行政区
の子ども会議は、権利の日のつどいやかわさき子ども集会等を通
して連携を意識した取組を行った。

3

■成果：市の子ども会議と行政区子ども会議がそれぞれに活動していたが、
行事やイベントを通して交流をし、連携を図れるようになった。

■「子どもの権利」に関連して：市・行政区どの子ども会議も子どもの意見
表明権を大切にし活動を推進してきた。

■課題：子ども会議の活動がさらに活性化するためには、交流、連携をさら
に深めると共に、統一テーマのようなものを創造することが必要である。

C 教育委員会事務
局

生涯学習推進課

各年度達成度＝１：目標を大きく上回って達成　　２：目標を上回って達成　　３：目標をほぼ達成　　４：目標を下回った　　５：目標を大きく下回った
3年間の自己評価＝Ａ：目標を大きく上回って達成　Ｂ：目標を上回って達成　Ｃ：目標をほぼ達成　Ｄ：目標を下回った　Ｅ：事業が廃止60 61



事業№
推進
施策

条例の
条数

再掲 事業 事業概要 平成２６年度実施状況
平成26年度
の達成度

平成２7年度実施状況
平成27年度
の達成度 平成２8年度実施状況

平成28年度の
達成度 3年間の成果と課題

３年間の自己評
価

平成２８年度の
所管局

平成２８年度の
所管課

具体的な取組

〔第４次川崎市子どもの権利に関する行動計画〕

平成２８年度実施状況　及び　３年間の自己評価

施策の方向Ⅰ　広報・啓発及び学習の支援並びに市民活動への支援（第１章）
施策の方向Ⅰ　1～54

42 (４) ⑥

　区が構築する地域のネット
ワーク等により、子どもに関わ
る活動をしている市民活動団体
及び関係機関への情報提供を充
実させるとともに、連携を進め
ます。

８条
4
106
295

子どもの権利に関わる講師派遣

　子どもに関わる施設・市民グ
ループ等における研修会等に講
師を派遣し、子どもの権利につ
いての広報・啓発事業を推進す
る。

　各区こども総合支援ネットワーク会議や市民
館にて開催された市民が対象の平和・人権学習
などで、子ども本人や子どもに関わる市民に対
し、子どもの権利を中心とした広報・啓発を
行った。

3

　区役所のネットワーク会議や高津区こども子
育てフェスタの人権啓発ブースなどの機会に、
子どもに関わる市民や団体に対し、子どもの権
利を中心とした広報・啓発を行った。
　また、中原区や麻生区の地域教育会議にて子
どもの権利に関する学習会・講演会の依頼があ
り、子どもの権利委員会の委員や委員長が対応
した。

2

　市民館にて開催された平和・人権学習時や市民企画事業団体と
連携して、市民企画団体の事業開催時に、子どもや親等直接市民
に対して子どもの権利について説明する機会が得られた。
　また第５次子どもの権利に関する行動計画に対するパブコメの
説明時も、市民企画事業団体と連携し、イベント会場にてちらし
の配布や説明の機会が得られた。

3

■成果：各区の子育て支援部署や市民企画事業団体である市民グループと連
携し、子どもの権利に関する広報を実施できた。

■「子どもの権利」に関連して：市民に直接子どもの権利について説明する
機会ができ、子どもの権利保障を啓発した。

■課題：市民に対する講話の機会は少なく、市民企画団体や市民館等とも連
携して積極的に講師派遣を呼びかけ、子どもの権利について広報・啓発を進
める必要がある。

C こども未来局 青少年支援室

43 276 青少年団体活動支援事業

　青少年の健全育成と指導者の
育成のため、川崎市青少年団体
に対し事業の補助を実施し、団
体事業の活性化を図り連携を進
める。

　青少年団体に対し、青少年の健全育成と指導
者育成のため事業補助金を交付するとともに、
団体活動の紹介や会場確保等、団体活動の活性
化と団体相互の連携を進める支援を行った。

3

　青少年団体に対し、青少年の健全育成と指導
者育成のため、事業補助金を交付するととも
に、団体活動の紹介や会場確保等、団体活動の
活性化と団体相互の連携を進める支援を行っ
た。

3
　青少年団体に対し、青少年の健全育成と指導者育成のため、補
助金を交付するとともに、団体活動の紹介や会場確保等、団体活
動の活性化と団体相互の連携を進める支援を行った。

3

■成果：青少年団体の活性化を図ることで、青少年の健全育成を推進するこ
とができた。

■「子どもの権利」に関連して：青少年の健全育成を図ることで、子どもの
権利の保障に資することができた。

■課題：青少年団体の構成員等の減少に伴い、青少年の健全育成を推進する
指導者等が不足していることから、団体への加入促進に向けて、積極的な支
援を行っていく必要がある。

C こども未来局 青少年支援室

44 282 こども総合支援ネットワーク会議

　区内の子どもに関わる団体・
関係機関によるネットワーク会
議等を開催し、情報共有と相互
協力により連携を強化し、子ど
も・子育て支援の推進を図る。

　区内の子どもに関わる団体・関係機関による
ネットワーク会議等を開催し、情報共有と相互
協力により連携を強化し、子ども・子育て支援
の推進を図ることができた。

3

　区内の子どもに関わる団体・関係機関による
ネットワーク会議等を開催し、情報共有と相互
協力により連携を強化し、子ども・子育て支援
の推進を図ることができた。

3

　区内の子育て・子どもに関わる団体・関係機関によるネット
ワーク会議等を開催し、ワークショップ形式等を取り入れること
で課題意識を高め、情報共有と相互協力により連携を強化し、子
ども・子育て支援の推進を図ることができた。

3

■成果：全体会・部会・研修の開催を通して、子育てや子どもの育成に関す
る諸活動について情報交換、支援を行った。情報共有と相互協力により連携
を強化し、子育て・子ども支援の推進を図ることができた。研修では、思春
期の子どもに大人がどう関わるかや、児童虐待予防についてのグループ討議
を通しての意見交換、アレルギー対策や子どもを災害から守るための保護者
向け防災講座などを実施した。また、子育て情報誌の発行や子育てグループ
のための交流会を開催するなど、子ども関連グループの連携強化と支援を
行った。

■「子どもの権利」に関連して：子どもが安心して生きる権利、自分を守り
守られる権利の向上に繋がるよう、児童虐待予防や思春期の子どもとのかか
わり方に関する研修を実施し、子ども関連団体からの参加者の知識向上を
図った。子どもがなぜ大切か、地域のつながりがなぜ大切かという一見当た
り前のことでも主体的に話し合うことで共感が生まれた。

■課題：勉強会や研修がより子育て世帯や子育て支援者にとって役に立つよ
うに、会議委員の意見提案などを参考に、研修内容をブラッシュアップし、
更に効果的な子ども・子育て支援の実現に繋げてていく必要があるととも
に、全体会での意見交換などを通して、更なる連携強化や次代の人材育成を
進めていく必要がある。また、各団体の課題意識を高め、自主性を促すこと
でより一層の連携の強化を図り、支援ネットワークを構築する必要がある。

C 区役所
地域みまもり支援センター
地域ケア推進担当

45 275 幼・保・小連携事業

　幼稚園・保育園、小学校の連
携を図り、一人ひとりの子ども
の幼児期から児童期の接続の重
要性を理解し、成長を一体的に
支援するために、研修会や会議
などの情報交換や保育体験等を
実施し支援体制作りを進める。

　児童の幼児期から学齢期への円滑な接続に資
するため、各区役所こども支援室・教育委員会
カリキュラムセンターの担当者を交えた「幼保
小連携及び接続に関する連絡調整会議」を年２
回開催し、現状の取組についての情報共有を
図った。
　各区においては、認可保育所等、幼稚園、小
学校を対象に「園長・校長連絡会」、「実務担
当者連絡会」、「授業参観・懇談会」、「連携
事例の収集」を実施し、職員相互の理解の深
化、幼児・児童の交流の促進、保育・教育内容
の情報共有を図り、子どもへの支援体制作りを
推進した。

3

　児童の幼児期から学齢期への円滑な接続に資
するため、各区役所こども支援室・教育委員会
カリキュラムセンターの担当者を交えた「幼保
小連携及び接続に関する連絡調整会議」を年２
回開催し、現状の取組についての情報共有を
図った。
　各区においては、認可保育所等、幼稚園、小
学校を対象に「園長・校長連絡会」、「実務担
当者連絡会」、「授業参観・懇談会」、「連携
事例の収集」を実施し、職員相互の理解の深
化、幼児・児童の交流の促進、保育・教育内容
の情報共有を図り、子どもへの支援体制作りを
推進した。

3

　児童の幼児期から学齢期への円滑な接続に資するため、各区保
育総合支援担当・教育委員会カリキュラムセンターの担当者を交
えた「幼保小連携及び接続に関する連絡調整会議」を年１回開催
し、現状の取組についての情報共有を図った。
　各区においては、認可保育所等、幼稚園、小学校を対象に「園
長・校長連絡会」、「実務担当者連絡会」、「授業参観・懇談
会」、「連携事例の収集」を実施し、職員相互の理解の深化、幼
児・児童の交流の促進、保育・教育内容の情報共有を図り、子ど
もへの支援体制作りを推進した。

3

■成果：各事業・会議を通じ、関係機関職員の連携、情報共有等支援体制づ
くりを推進した。

■「子どもの権利」に関連して：幼稚園・保育園・小学校が「子どもの権
利」について話し合うことで、共通認識を持つことができた。

■課題：発達の連続性を踏まえた子どもの育ちを支援するための継続的な事
業推進

C こども未来局
運営管理課
各区保育総合支援担当

46 132 かわさき区子育てフェスタ

　暮らしやすく、子育てしやす
い地域づくりをめざし、区内の
子どもに関わる活動をしている
市民活動団体等と連携して、地
域の子育て情報の提供及び交流
の場となるイベントを開催す
る。

　関係機関・区民で構成する実行委員会を５回
開催して準備等を行い、9月6日に教育文化会館
でフェスタを開催、約1600名の来場者があっ
た。フェスタでは、区内の子ども・子育て情報
を提供するとともに、様々なイベントを行い、
子どもも大人も楽しく交流することができた。

3

　関係機関及び区民で構成する実行委員会を５
回開催し、準備等を行い、９月５日に教育文化
会館でフェスタを開催、約２，７００名が来場
した。情報提供や異世代交流等により楽しい催
しとなった。

3

関係機関及び区民で構成する実行委員会を５回開催し、９月３日
に教育文化会館でフェスタを開催、約１，９００名が来場した。
様々なイベントを行い、子育て情報の発信や、世代間交流等の場
となった。

3

■成果：かわさき区子育てフェスタを開催、毎回１，５００名以上の参加が
あり、子育て中の親子と子育てに関わる市民等が交流する場となった。

■「子どもの権利」に関連して：開催に際し、地域における子育て支援グ
ループ等と連携し、子育て情報の発信や、子育て中の家庭と地域との交流が
出来るよう支援した。

■課題：区内の子どもに関わる市民団体や、子育て支援グループとの更なる
交流や連携が必要である。

C 川崎区役所
地域みまもり支援センター
地域ケア推進担当

47 145 みんなで子育てフェアさいわい

　区内の子育て支援機関や団体
が、地域全体の交流を深め、誰
もが安心して暮らせる地域づく
りをめざして実施する。

　今年度は第10回目の実施であり、2月28日
10時から15時の間で、幸市民館全館を使用し
て実施した。当日一般参加者は906名、子育て
支援等従事者は233人であった。

3

　今年度は第11回目の実施であり、2月27日
10時から15時の間で、幸市民館全館を使用し
て実施した。当日一般参加者は777名、子育て
支援等従事者は221人であった。

3
　今年度は第1２回目の実施であり、2月2５日10時から15時
の間で、日吉合同庁舎を使用して実施した。当日一般参加者は６
４０名、子育て支援等従事者は２００人であった。

3

■成果：１６～１７の区内子育て支援機関や団体が参加し、地域全体の交流
を深めることで、安心して暮らせる地域づくりの一助となった。

■「子どもの権利」に関連して：子育て支援団体や地域の人と交流すること
で、安心して生きる権利につながった。

■課題：　引き続き円滑にフェアを実施するとともに、新たな担い手の掘り
起こしの検討が必要。

C 幸区役所
地域みまもり支援センター
地域ケア推進担当

48 子育て支援団体関係交流事業 会

　子育てグループ交流会等を年
１～２回開催 実施することによ
り、子育てグループの連携を進
める。

　区内で自主的に活動している子育て支援グ
ループ等が集まり、子育てをテーマに話し合い
ながら交流することで情報の共有化や地域の子
育て支援の連携・拡充を図り、併せて次世代の
子育て支援の担い手の育成につながるとの考え
により交流会を1回開催し、また、「みんなで
子育てフェアさいわい」の開催会場にて子育て
支援団体の活動内容を掲示し子育て中の区民向
けに周知した。

3

　区内で自主的に活動している子育て支援グ
ループ等が集まり、子育てをテーマに話し合い
ながら交流することで情報の共有化や地域の子
育て支援の連携・拡充を図り、併せて次世代の
子育て支援の担い手の育成につながるとの考え
により交流会を1回開催し、また、「みんなで
子育てフェアさいわい」の開催会場にて子育て
支援団体の活動内容を掲示し子育て中の区民向
けに周知した。

3

　区内で自主的に活動している子育て支援グループ等の交流会を
１回開催し、子育てをテーマに話し合いながら交流することで情
報の共有化や地域の子育て支援の連携・拡充を図った。また、
「みんなで子育てフェアさいわい」の開催会場にて子育て支援団
体の活動内容を掲示し子育て中の区民向けに周知した。

3

■成果：子育て支援グループが交流したことで、情報の共有化や連携を図る
ことができ、地域での安心した子育てへとつながった。

■「子どもの権利」に関連して：地域の中で、情報交換や交流を行うこと
で、安心して生きる権利につながった。

■課題：子育て支援団体として、地域で継続的に活動できるよう、人材育成
や支援方法ついて検討が必要。

C 幸区役所
地域みまもり支援センター
地域ケア推進担当

49 151 なかはら子ども未来フェスタ

　区内の子どもに関する団体や
機関が一堂に会し、情報交換、
交流の場を設けることによっ
て、地域全体で連携して子ども
を支援するための一助とするた
めに開催する。

  区民との協働により会議を4回開催し、フェス
タの準備を行い実施した。当日（11月8日）は
悪天候の中、44団体、市民2,000人の参加が
あり、地域における世代間交流を推し進めるこ
とができた。

3

  区民との協働により会議を4回開催し、フェス
タの準備を行い実施した。当日（11月28日）
は天候にも恵まれ、43団体、市民2,500人の
参加があり、地域における世代間交流を推し進
めることができた。

3

　区民との協働により会議を4回開催し、フェスタの準備を行い
実施した。当日（11月2６日）は天候にも恵まれ、4５団体、市
民３,500人の参加があり、地域における世代間交流を推し進め
ることができた。内容は食育講座、子ども用心臓マッサージ体
験、手形作り、アートバルーン作り、折り染めワークショップ
等、親子で学ぶことはもちろん、一緒に遊び、楽しむことができ
るものが多く、子どもの主体性を促した。

3

■成果：フェスタを通じて区内の子育てに関わる団体間のつながり、地域と
親子のつながり、親子の心のつながりを醸成することができた。

■「子どもの権利」に関連して：フェスタ当日は青少年支援室と連携し、子
どもの権利条例のパネル展示、チラシ配布を行った。

■課題：フェスタの内容を子育て世代だけでなく、ゆくゆくは就学児まで裾
野を広げることを検討する必要がある。

C 中原区役所
地域みまもり支援センター
地域ケア推進担当

50 157 子育てグル－プ支援事業

　子育てグループ交流会の実
施、活動のための遊具の貸出し
を行うことで、地域の子育て支
援の充実を図る。

　子育てグループの交流会「きっとみつかるよ
楽しい仲間」を１０月７日に開催した。グルー
プの活動状況と活動上の課題を把握するため、
グループ見学会を実施した。子育てグループの
設立などに資するリーフレットの作成に向け、
検討を行った。

3

  子育てグループ交流会の企画運営を子育て中
の保護者にも担ってもらえるよう、「たかつの
子育てを支える仲間の会」を設置した。9月30
日に子育てグループの紹介などを行う交流会を
9月30日に開催し、子育てグループ　団体と地
域の親子55組119人が参加し交流を図った。
リーフレットについては、子育てグループだけ
でなく、多くの保護者にとってより利便性の高
い内容となるよう、検討を進めた。

3

高津区子ども子育てネットワーク会議子育てグループ支援部会と
事業委託をしている「たかつの子育てを支える仲間の会」が連携
し、子育てグループ交流会を開催し133名の参加者が交流し
た。また、子育てグループへの情報提供とスキルアップのため
「わらべうた講習会」を開催し、４８名の参加があった。
部会員と事務局で子育てグループ６団体の見学会を行った。

3

■成果：高津区内の子育てグループとの関係が密接になりニーズを把握
できた事で具体的な後方支援につながった。

■「子どもの権利」に関連して：地域の子育てグループが、活発に活動
する事により子どもたちの育ちの場が広がった。

■課題：各子育てグループが慢性的に活動の場所確保や後継者探しに苦
労している。具体的な後方支援が必要である。

C 高津区役所
地域みまもり支援センター
保育所等・地域連携

51 158
高津区こども・子育てフェスタ事
業

　区内で子育てに関わる様々な
活動をしているグループや関連
機関の活動展示、相互交流及び
子育て中の親へ多様な情報提
供・交流を通じ、子どもの育ち
を地域で支援する。

　高津市民館を会場に、乳幼児から小・中学生
のこどもとその保護者を対象に、子育てグルー
プ、子育てを支援する団体・機関などを紹介す
る展示、コンサート、親子で楽しめる様々な催
しを行った。ホールでは、国立科学博物館の窪
寺恒己氏による講演会「ダイオウイカ奇跡の遭
遇」を開催した。参加者2,500人、75団体の
協力があった。

3

　高津市民館を会場に、乳幼児から小・中学生
のこどもとその保護者を対象に、子育てグルー
プ、子育てを支援する団体・機関などを紹介す
る展示、コンサート、親子で楽しめる様々な催
しを行った。ホールでは、慶応大学医学部教
授・岡野栄之氏による講演会「ほんとうにすご
い！iPS細胞」を開催した。また人権啓発ブー
スを設置し、子どもの権利の広報をした。参加
者2,300人、24団体が協力し、イベント等を
実施した。

3

　高津市民館を会場に、乳幼児から小・中学生の子どもとその保
護者を対象に、子育てグループ、子育てを支援する団体・機関な
どを紹介する展示、コンサート、親子で楽しめる様々な催しを
行った。ホールでは、東京海洋大学名誉博士・さかなクンによる
講演会「さかなクンのギョギョッとびっくりお魚教室」を開催し
た。また人権啓発に関する展示物を掲示し、子どもの権利の広報
をした。参加者1,500人、24団体が協力し、イベント等を実施
した。

3

■成果：子育て支援関係機関と連携し、親子で楽しめるイベントを開催する
ことで、親子の交流を深めるとともに、関係機関どうしのつながりの形成に
貢献した。

■「子どもの権利」に関連して：活動報告展示ブースでのパネル展示、チラ
シ配布により、幅広く子どもの権利に関する広報を実施した。

■課題：より効果的な子どもの権利の広報・啓発のため、フェスタ開催時の
広報スペースの確保や広報手段を検討する必要がある。

C 高津区役所
地域みまもり支援センター
地域ケア推進担当

各年度達成度＝１：目標を大きく上回って達成　　２：目標を上回って達成　　３：目標をほぼ達成　　４：目標を下回った　　５：目標を大きく下回った
3年間の自己評価＝Ａ：目標を大きく上回って達成　Ｂ：目標を上回って達成　Ｃ：目標をほぼ達成　Ｄ：目標を下回った　Ｅ：事業が廃止62 63
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〔第４次川崎市子どもの権利に関する行動計画〕

平成２８年度実施状況　及び　３年間の自己評価

施策の方向Ⅰ　広報・啓発及び学習の支援並びに市民活動への支援（第１章）
施策の方向Ⅰ　1～54

52 (４) ⑥

　区が構築する地域のネット
ワーク等により、子どもに関わ
る活動をしている市民活動団体
及び関係機関への情報提供を充
実させるとともに、連携を進め
ます。

８条 174 たまたま子育てまつり

　子育て情報の発信や子育て中
の親と関係団体との交流を目的
にした「たまたま子育てまつ
り」を開催し、地域で連携して
親の子育てを支援する。

　親子ともに参加し楽しめる内容の各企画・ス
テージイベント・情報提供（「多摩区で子育
て」発行・配布）等とし、のべ60団体が参加、
約4,000人が来場した。10月に子育ての課題
を考えてもらう機会として講演会を開催し、保
育含む４９人の参加があった。

3

　主に就学前の子どもとその保護者を対象と
し、交通ルールや子どもとのコミュニケーショ
ンなど、子どもも大人も楽しみながら学び、子
育てに役立つ内容の各企画・ステージイベン
ト・情報提供（「多摩区で子育て」発行・配
布）等を実施した。延べ66団体、約3,500人
が参加した。

3

　主に就学前の子どもとその保護者を対象とし、昔ながらの遊び
や子育て相談など、地域で活動する市民・団体と子育て世代との
交流を図った。子育てに役立つ内容の各企画・ステージイベン
ト・情報提供（「多摩区で子育て」発行・配布）等を実施した。
延べ60団体、約3,200人が参加した。

3

■成果：子育て情報ひろばを開設し、まつりで行うスタンプラリーの動線上
に配置したことにより、足を止める方が増え、効果的に広報することができ
た。

■「子どもの権利」に関連して：子どもの権利の啓発ポスターやパンフレッ
トを設置し、啓発に努めた。

■課題：子育て情報ひろばだけでなく、より効果的な広報について実行委員
会で検討する必要がある。

C 多摩区役所 生涯学習支援課

53 あさお子育てフェスタ

　子育て世代が子育てにおける
不安や悩みを抱え孤立すること
のないように、行政と地域の子
育て支援団体等が協働して「子
育てフェスタ」を開催し、必要
な子育て情報を提供し、地域の
団体とのつながり・子育て世代
同士の交流の機会をつくり、日
ごろのストレスや悩みの解消に
つなげる。

　「子育てするなら麻生区で～安心・楽しい・
助かる～」をテーマに子育て世帯が楽しめる遊
び広場、おもちゃのコーナー、ミニコンサー
ト、フリーマーケット、相談コーナーなど幅広
い内容の催しを行った。（来場者約2,800人）

3

　「子育てするなら麻生区で～安心・楽しい・助かる～」をテー
マに子育て世帯が楽しめる遊び広場、おもちゃのコーナー、遊び
体験コーナー、リトミック、フリーマーケット、相談コーナーな
ど幅広い内容の催しを行った。（来場者約2,800人）

3

■成果：これまで３回実施し、各回約２，８００人もの来場があるなど人気
を博し、総合的な子育て支援を推進することができた。また、フェスタを
きっかけに子育て関連の団体、個人、グループ等が一連につながり、子育て
支援の輪を広げることができた。

■「子どもの権利」に関連して：親子で楽しみ触れ合う機会を作り、創造的
な子育て支援を推進した。

■課題：メインイベント等の人気のあるコーナーは定員を大幅に超えた申込
みがあり、参加できない家族が出てきてしまうため、可能な限り平等な機会
を与える必要がある。また、子育てに関する相談窓口については利用率が高
くなかったため、改善の余地がある。

C 麻生区役所
地域みまもり支援センター
地域ケア推進担当

54 ＰＴＡ活動への支援

　子どもの健やかな成長を支え
るＰＴＡ活動の更なる活性化を
図るために、研修の開催等の支
援を行い、連携を強化する。

　ＰＴＡ活動における各委員会の役割を考え、
他校との情報交換を行う研修会を各区で実施す
るなど、ＰＴＡ活動の支援を行った。

3
　ＰＴＡ活動における各委員会の役割を考え、
他校との情報交換を行う研修会を各区で実施す
るなど、ＰＴＡ活動の支援を行った。

3
　ＰＴＡ活動における各委員会の役割を考え、他校との情報交換
を行う研修会を各区で実施するなど、ＰＴＡ活動の支援を行っ
た。

3

■成果：PTA主催の各種研修会が実施されて、保護者の生涯学習を支援する
ことができた。

■「子どもの権利」に関連して：いくつかの学校ではPTA家庭教育学級にお
いてCAPを学習するなど、子どもの権利について考える取り組みがなされ
た。

■課題：ライフスタイルの変化で、研修などへの参加が難しいという保護者
が多くなっており、そのような方に対する支援が必要である。

C 教育委員会事務
局

生涯学習推進課

各年度達成度＝１：目標を大きく上回って達成　　２：目標を上回って達成　　３：目標をほぼ達成　　４：目標を下回った　　５：目標を大きく下回った
3年間の自己評価＝Ａ：目標を大きく上回って達成　Ｂ：目標を上回って達成　Ｃ：目標をほぼ達成　Ｄ：目標を下回った　Ｅ：事業が廃止
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